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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
 自　平成22年４月１日
 至　平成22年９月30日

 自　平成23年４月１日
 至　平成23年９月30日

 自　平成22年４月１日
 至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 46,507　 48,138　 96,595

経常利益 (百万円) 4,054 3,466 9,114

四半期（当期）純利益 (百万円) 2,565 2,144 5,701

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,173 2,318 3,553

純資産額 (百万円) 47,056 50,587 48,874

総資産額 (百万円) 97,233 103,826 100,305

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
(円) 37.31 31.19 82.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
(円)

―

（注）３

―

（注）３

―

（注）３

自己資本比率 (％) 45.3 45.6 45.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,611 168 1,252

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,601 △470 △1,768

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,772 3,701 △1,671

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) 12,565 15,049 11,825

　

回次
第114期
第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
 自　平成22年７月１日
 至　平成22年９月30日

 自　平成23年７月１日
 至　平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.04 13.65

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第114期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

　　（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。    

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、日本が東日本大震災による生産の落ち込みから立ち直りを見せ

ながらも、欧州債務危機をはじめ米国経済の不振や新興国の金融引き締めなどによる消費需要の低迷により、景気

減速傾向を強めつつ推移しました。

　当社グループを巡る経営環境としましては、世界経済の減速に加え、歴史的円高の継続により売上、利益ともに縮

小するなど、総じて厳しいものとなりました。うち、船舶分野では、新造船建造量が世界的には概ね前年同期レベル

となりましたが、海外売上高の円換算額が目減りし、また工業分野では、海外の建設需要は堅調であったものの、国

内は震災の影響によりインフラ・プラント投資に一時的な下方調整が生じました。一方、コンテナ分野では、コンテ

ナボックス生産が概ね安定した回復基調を維持しました。

　このような経営環境の中、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、48,138百万円（前年同期

比3.5％増）となりました。その一方、原材料価格が当期を通じて高値で推移したことから、営業利益は3,105百万円

（同23.9％減）、経常利益は3,466百万円（同14.5％減）となり、四半期純利益は2,144百万円（同16.4％減）とな

りました。

 

　当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は、次のとおりであります。 

①　日本

船舶建造ペースの低下により、売上高は18,932百万円（前年同期比6.9％減）となりました。セグメント利益

は、原材料価格の高騰が続いたことから、1,098百万円（同46.6％減）となりました。 

②　中国 

船舶用塗料の販売が底堅く推移したことに加え、コンテナ用塗料が回復基調を維持したことから、売上高は

17,051百万円（同29.3％増）となりました。セグメント利益は、売上増に伴い1,266百万円（同162.8%増）とな

りました。

③　韓国

当社採用船の谷間に当たったことから、売上高は4,225百万円（同23.2％減）、セグメント利益は53百万円

（同91.2％減）となりました。　

④　東南アジア

船舶用塗料および工業用塗料がいずれも堅調な出荷実績となったことから、売上高は3,716百万円（同

13.6％増）、セグメント利益は425百万円（同13.9％増）となりました。

⑤　欧州・米国

船舶用塗料需要が伸び悩んだことから、売上高は4,212百万円（同0.3％減）となり、販売費の増加などに伴

い404百万円のセグメント損失（前年同四半期はセグメント損失378百万円）となりました。 

  

(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ3,520百万円増加の103,826百万円となりまし

た。

①　資産

流動資産は前連結会計年度末に比べ4,064百万円増加の74,135百万円となりました。主な増加要因は、現金及び

預金の増加（3,013百万円）や商品及び製品の増加（421百万円）であります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ544百万円減少の29,691百万円となりました。主な減少要因は、投資有価証

券の減少（450百万円）であります。
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②　負債

流動負債は前連結会計年度末に比べ1,778百万円増加の46,923百万円となりました。主な要因は、短期借入金の

増加（4,193百万円）や支払手形及び買掛金の減少（1,784百万円）であります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ29百万円増加の6,315百万円となりました。主な要因は、退職給付引当金の

増加（94百万円）や長期借入金の減少（48百万円）であります。

③　純資産

純資産は前連結会計年度末に比べ1,713百万円増加の50,587百万円となりました。主な増加要因は、四半期純利

益の計上などによる利益剰余金の増加（1,662百万円）であります。

  

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は15,049百万円と前連結会計年度末に比べ3,224百万

円の増加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

売上債権や法人税等の支払額が減少したものの、仕入債務が減少したことなどにより、前年同期に比べ1,442百万

円減少し168百万円のプラスとなりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

定期預金の預入による支出や有価証券の取得による支出が減少したことなどにより、前年同期に比べ1,131百万

円増加し470百万円のマイナスとなりました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金による資金調達が増加したことなどにより、前年同期に比べ5,474百万円増加し3,701百万円のプラス

となりました。　

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。詳細につきましては、当社ウェブサイト

（http://www.cmp.co.jp/）に記載の「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入につい

て」をご参照ください。

　

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、企業価値を今後も一段と高めていくために、株式を上場している者として、市場における当社株式の自

由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的に

は株式の大規模買付案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきと考えています。 

しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、株主の皆様の最終的な決定に必要な情報が十分に提供されな

いものや、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう恐れのあるもの、あるいはステークホルダーとの友

好な関係を保ち続けることができない可能性があるものや、当社の価値を十分に反映しているとは言えないもの

などがあり得ます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

　

②　基本方針の実現に資する取組み

当社は、長期的に当社に対し投資をしていただくために、また、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上

させるため、高い機能性や作業性を有する環境配慮製品の開発や品質マネジメントシステムの継続的改善、グ

ローバル化の推進等を進めるとともに、安定的かつ継続的に企業の成長に見合った利益還元に取り組んでおりま

す。更に、様々なステークホルダーの信頼を高め、社会的責任を全うするため、コーポレート・ガバナンスの充実

を経営上の重要な課題と位置づけ取り組んでおります。これらの取り組みが、当社の企業価値・株主共同の利益

の向上に資することと考えています。

 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　

　取組み　

当社は、平成21年５月８日開催の取締役会において当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本 

対応策」と言います。）の導入を決議し、平成21年６月25日開催の第112回定時株主総会において株主の皆様の

　承認を受け、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）を導入しました。本対応策は、当社株式

等の大規模買付行為を行い、または行おうとする者（以下、「買付者等」と言います。）が遵守すべきルールを明
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確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報および時間、ならびに買付者等との交渉の機

会を確保するとともに、一定の場合には当社が対抗措置を採ることによって買付者等に損害が発生する可能性が

あることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さな

い買付者等に対して、警告を行うものです。

本対応策は、(ⅰ）当社の発行株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け、または

（ⅱ）当社の発行株式等について、公開買付けに係る株式等の所有割合およびその特別関係者の株式等所有割合

の合計が20％以上となる公開買付け（以下、「買付等」と言います。）を対象とします。

当社の株式等の買付者等には当社取締役会に対して、手順に従い大規模買付等に対する株主の皆様のご判断の

ために必要かつ十分な情報を提出していただきます。

当社取締役会は、買付者等から大規模買付等の提案がなされた事実について適切に開示し、買付者等が提出の

情報を独立委員会に提供するとともに、株主の皆様のご判断に必要と認められる情報がある場合には、速やかに

開示いたします。また、提供情報を十分に評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間を設定し、開

示いたします。

独立委員会は、受領した情報をもとに必要に応じて外部専門家の助言を得ながら、当社取締役会に対して対抗

措置の発動の是非に関する勧告を行います。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するとともに、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向

上という観点から速やかに、相当と認められる範囲内での対抗措置の発動または不発動の決議を行い、情報開示

を行います。

買付者等は、本対応策に規定する手続きを遵守・承諾するものとし、当社取締役会において対抗措置の発動ま

たは不発動の決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできません。

当社取締役会が上記決議にもとづき発動する対抗措置は、原則として、新株予約権の無償割当てですが、対抗措

置の発動にあたり、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を用いることもありま

す。

本対応策の有効期間は平成24年６月開催予定の定時株主総会の終結の時までの３年間であります。

ただし、本対応策は有効期間満了前であれ、当社取締役会が変更または廃止の決議をした場合には、当該決議に

従いその時点で変更または廃止されます。

　　

④　上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

当社取締役会は、特に本対応策が、(ⅰ）当社の企業価値・株主共同の利益を確保することを目的に導入された

こと、(ⅱ）株主総会の承認により導入され、有効期間が３年間であり、またその有効期間の満了前でも株主総会

決議により変更または廃止し得るものであり、株主の皆様の意思が十分反映される仕組みであること、(ⅲ）独立

委員会の勧告を重視し、合理的かつ客観的要件が充足されなければ発動されず、当社取締役会による恣意的な発

動を防止するとともに、情報開示により透明な運営が行われる仕組みを確保していること、(ⅳ）当社取締役会に

よりいつでも廃止することが可能であるため、取締役会の構成員の過半数を交代させても発動を阻止できないも

のではないこと、(ⅴ）経済産業省および法務省が発表の「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のため

の買収防衛策に関する指針」に定める三原則（１．企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、２．

事前開示・株主意思の原則、３．必要性・相当性の原則）の全てを充足し、高度の合理性を有していることなど

により、基本方針に沿い企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではないと判断しております。

　 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、955百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 277,630,000

計 277,630,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 69,068,822　 69,068,822
 東京証券取引所

 （市場第一部）

 単元株式数

 1,000株　

計 69,068,822 69,068,822 ― ―

　　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
― 69,068,822 ― 11,626 ― 5,396
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（６）【大株主の状況】

　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ステート　ストリート　バンク　ア

ンド　トラスト　カンパニー　５０

５２２３

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行決済営業部）　

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

　

(東京都中央区月島四丁目16番13号)

　

4,412 6.39

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号

　
4,379 6.34

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 3,651 5.29

株式会社広島銀行 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号 3,417 4.95

ノーザン トラスト カンパニー

(エイブイエフシー) サブ アカウ

ント アメリカン クライアント

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）　

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

　　

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

　

2,496 3.61

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）　　

東京都港区浜松町二丁目11番３号

　
2,464 3.57

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,000 2.90

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,553 2.25

ステート　ストリート　バンク　ア

ンド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

(東京都中央区日本橋三丁目11番１)

　

1,382 2.00

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,280 1.85

計 ― 27,036 39.14

（注）１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,379千株

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,464 〃

　　　２　トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから、平成23年９月29日付の大量保有報告

　　　　　書の写しの送付があり、平成23年９月22日現在で3,477千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

なお、トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーの大量保有報告書の写しの内容は以

下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシー

住所　　　　　　　　　　　2049 CENTURY PARK EAST 20TH FLOOR, LOS ANGELES, CALIFORNIA 90067  

                          UNITED STATES

保有株券等の数　　　　　　株式　3,477,000株

株券等保有割合　　　　　　5.03％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　333,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　 　68,380,000 68,380 ―

単元未満株式 普通株式　　　　355,822 ― ―

発行済株式総数 　　　　　　 69,068,822 ― ―

総株主の議決権 ― 68,380 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。ま

た、「議決権の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株式(その他)に係る議決権が３個含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式832株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

中国塗料株式会社

広島県大竹市

明治新開１番７
333,000 ― 333,000 0.48

計 ― 333,000 ― 333,000 0.48

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 管理本部　経営企画部長　 営業本部　営業企画部長 三好　秀則 平成23年６月28日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,412 15,426

受取手形及び売掛金 41,758 41,996

有価証券 607 800

商品及び製品 7,973 8,395

仕掛品 390 368

原材料及び貯蔵品 5,793 6,150

繰延税金資産 826 757

その他 1,097 945

貸倒引当金 △789 △706

流動資産合計 70,070 74,135

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,593 6,513

機械装置及び運搬具（純額） 2,980 2,850

土地 13,131 13,133

その他（純額） 778 923

有形固定資産合計 23,484 23,420

無形固定資産 878 789

投資その他の資産

投資有価証券 4,708 4,257

繰延税金資産 453 530

その他 756 739

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 5,872 5,481

固定資産合計 30,235 29,691

資産合計 100,305 103,826
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,368 15,584

短期借入金 19,529 23,723

1年内返済予定の長期借入金 1,147 1,122

未払金 3,097 2,896

未払法人税等 1,225 858

賞与引当金 93 206

役員賞与引当金 － 43

製品保証引当金 105 113

その他 2,577 2,374

流動負債合計 45,145 46,923

固定負債

長期借入金 1,920 1,871

長期未払金 293 297

繰延税金負債 32 34

再評価に係る繰延税金負債 3,026 3,026

退職給付引当金 604 698

その他 408 386

固定負債合計 6,285 6,315

負債合計 51,431 53,238

純資産の部

株主資本

資本金 11,626 11,626

資本剰余金 7,783 7,783

利益剰余金 30,547 32,210

自己株式 △201 △203

株主資本合計 49,756 51,417

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47 △360

土地再評価差額金 3,168 3,168

為替換算調整勘定 △7,228 △6,904

その他の包括利益累計額合計 △4,011 △4,096

少数株主持分 3,129 3,267

純資産合計 48,874 50,587

負債純資産合計 100,305 103,826
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 46,507 48,138

売上原価 32,319 35,336

売上総利益 14,188 12,801

販売費及び一般管理費 ※
 10,105

※
 9,696

営業利益 4,082 3,105

営業外収益

受取利息 49 54

受取配当金 114 94

受取ロイヤリティー 33 39

技術指導料 65 53

その他 132 344

営業外収益合計 395 585

営業外費用

支払利息 131 175

為替差損 147 －

その他 145 49

営業外費用合計 424 224

経常利益 4,054 3,466

特別利益

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 112 －

貸倒引当金戻入額 51 －

製品保証引当金戻入額 16 －

その他 3 －

特別利益合計 188 0

特別損失

投資有価証券評価損 299 －

関係会社整理損 － 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 28 －

会員権評価損 － 9

その他 1 0

特別損失合計 329 16

税金等調整前四半期純利益 3,914 3,450

法人税、住民税及び事業税 988 1,039

法人税等調整額 15 53

法人税等合計 1,004 1,093

少数株主損益調整前四半期純利益 2,910 2,357

少数株主利益 345 213

四半期純利益 2,565 2,144
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,910 2,357

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △462 △408

為替換算調整勘定 △1,274 369

その他の包括利益合計 △1,736 △39

四半期包括利益 1,173 2,318

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 994 2,059

少数株主に係る四半期包括利益 178 259
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,914 3,450

減価償却費 801 767

のれん償却額 10 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 28 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △60 △104

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23 90

その他の引当金の増減額（△は減少） 9 159

受取利息及び受取配当金 △164 △148

支払利息 131 175

為替差損益（△は益） 60 △228

固定資産除売却損益（△は益） 18 2

投資有価証券売却損益（△は益） △112 －

投資有価証券評価損益（△は益） 299 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,361 271

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,552 △574

未払又は未収消費税等の増減額 59 △171

仕入債務の増減額（△は減少） 4,493 △1,921

その他 △97 △391

小計 4,503 1,389

利息及び配当金の受取額 163 147

利息の支払額 △130 △170

法人税等の支払額 △2,924 △1,197

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,611 168

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,416 △833

定期預金の払戻による収入 908 896

固定資産の取得による支出 △760 △494

固定資産の売却による収入 6 0

有価証券の純増減額（△は増加） △532 △12

投資有価証券の取得による支出 △9 △13

投資有価証券の売却による収入 230 －

その他 △28 △14

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,601 △470

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,235 4,404

長期借入れによる収入 900 －

長期借入金の返済による支出 △759 △73

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △480 △480

少数株主への配当金の支払額 △166 △121

その他 △27 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,772 3,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 △219 △175

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,981 3,224

現金及び現金同等物の期首残高 14,547 11,825

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,565

※
 15,049
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

　１　保証債務

特約店への売上債権の回収に対する保証

　１　保証債務

特約店への売上債権の回収に対する保証

三菱商事㈱ 1,195百万円 三菱商事㈱ 476百万円

三菱商事ケミカル㈱ 535百万円

―――　　 　２　受取手形裏書譲渡高 929百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとお

りであります。

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとお

りであります。

販売手数料 1,105百万円

運送費 1,781〃

役員報酬及び従業員給料等 3,144〃

賞与引当金繰入額 61〃

役員賞与引当金繰入額 39〃

退職給付費用 227〃

減価償却費 247〃

販売手数料 1,069百万円

運送費 1,783〃

役員報酬及び従業員給料等 2,953〃

賞与引当金繰入額 108〃

役員賞与引当金繰入額 43〃

製品保証引当金繰入額　 5 〃

退職給付費用 229〃

減価償却費 218〃

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）　

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）　

現金及び預金 13,213百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,035〃

有価証券（MMF等） 387〃

現金及び現金同等物 12,565百万円

　

現金及び預金 15,426百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △929〃

有価証券（MMF等） 552〃

現金及び現金同等物 15,049百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 481 7.00平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

　後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 412 6.00平成22年９月30日平成22年12月１日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 481 7.00平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

　後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月31日

取締役会
普通株式 412 6.00平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　 日本 中国 韓国 東南アジア 欧州・米国 合計

売上高   　   　

　外部顧客への売上高 20,32713,185 5,500 3,270 4,223 46,507

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
2,798 2,364 104 1,407 260 6,936

計 23,12615,550 5,605 4,677 4,484 53,443

セグメント利益又は

損失（△）
2,057 481 603 373 △378 3,139

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　（単位：百万円）
　利益 金額

報告セグメント合計　 3,139

セグメント間取引消去 1,728

全社費用（注） △784

四半期連結損益計算書の営業利益 4,082

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　 日本 中国 韓国 東南アジア 欧州・米国 合計

売上高   　   　

　外部顧客への売上高 18,93217,051 4,225 3,716 4,212 48,138

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
2,017 2,049 116 1,496 336 6,016

計 20,94919,100 4,341 5,212 4,549 54,154

セグメント利益又は

損失（△）
1,098 1,266 53 425 △404 2,439

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　（単位：百万円）
　利益 金額

報告セグメント合計　 2,439

セグメント間取引消去 1,413

全社費用（注） △747

四半期連結損益計算書の営業利益 3,105

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 37円31銭 31円19銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 2,565 2,144

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,565 2,144

普通株式の期中平均株式数（株） 68,745,802 68,736,616

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

平成23年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 …………………………………… 412百万円

（ロ）１株当たりの金額 ……………………………… ６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……… 平成23年12月１日

(注)　 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成23年11月14日

中国塗料株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古谷伸太郎　 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井均　　 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川政人　 　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中国塗料株式会社の
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中国塗料株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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